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非常通信ボランティアによる災害時の情報収集・伝達の取組 徳島県板野町
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取組のキーワード

地域の担い手（ボランティア）の活躍 防災道の駅アマチュア無線による情報伝達
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地域計画の履歴

風水害地震災害想定災害

取組のカテゴリ 地域住民行政職員取組主体

デジタル活用官民連携情報通信行政機能施策分野

ー活用した国の交付金等

取組の概要・ポイント

取組と脆弱性の関係

 板野町では、人口減少、少子高齢化が進む中、全国的な地方創生の推進を機に、防災・減災と地方創生を一体とした活力ある
地域づくりを目標に掲げた。

 大規模地震や水害、土砂災害時における対応の遅れ等を防ぐため、迅速な情報収集、情報伝達体制の構築に向け、地域力を発
揮した情報伝達手段の多重化の検討に着手。

何を実施することにしたか

 町が南海トラフ地震時の津波による浸水想定区域外であり、他市町村からの広域避難先となりうることから、平時には地域活
性化、非常時には地域の防災拠点という、２つの機能を併せ持つ「道の駅「いたの」」を整備※。
※令和３年に「防災道の駅」として選定



 防災道の駅の機能の一つとして無線通信室を設置し、「非常通信ボランティア」が、災害時に無線を活用して地域の被害状況
等を町災害対策本部に伝達する取組を展開

取組の推進状況

 災害時に備えた通信訓練（毎月）により情報伝達スキルの向上を図るほか、体験イベントなどを通じた普及啓発・担い手確保
に努めている。

取組を実施するきっかけとなった背景や課題１

 板野町は、高速道路網を通じた四国各地や本州（近畿地方等）へのアクセスが良好な交通の要衝であることに加え、南海トラ
フ地震発生時の津波による浸水が想定されていないことから、津波による甚大な被害が生じた場合に住民・広域的避難者への
物資等の支援や広域応援部隊の活動の拠点となりうる地域である。

 この地域特性を踏まえ、「交通」をキーワードに平時の地域活性化と非常時の災害対応をシームレスにつなぐ拠点となる道の
駅「いたの」の整備を推進することとし、地域計画にも明記した。

 防災拠点となる道の駅「いたの」完成後、町内のアマチュア無線愛好家からの防災に貢献したいという意向を受けて、道の駅
「いたの」防災区域内に、災害時用無線通信室を設け、「非常通信ボランティア」が、地域の被害状況等を町災害対策本部に
伝達するというスキームの確立を目指すとともに、非常時の被災情報収集の効率化・多重化を図ることとした。

取組の内容２

 道の駅「いたの」を拠点として、「道の駅「いたの」アマチュア無線クラブ」（非常通信ボランティア）を設立し、非常時に
地域の被害状況等を町災害対策本部へ伝達する活動への参加を希望するボランティアのアマチュア無線技士資格者（町内在住
又は在勤）を公募した上で、拠点となる道の駅「いたの」に災害時用無線通信室を設置し、無線機、アンテナ等を整備した。

 災害時には、非常通信ボランティアが各現場（居住地付近など）で確認した火災・建物倒壊・道路等の被害情報を道の駅「い
たの」の災害時用無線室に伝達する。無線室ではそれらの情報を集約して町職員（災害対策本部）に伝達するスキームで運用
することとしており、電話等の不通時に各地の被害情報を伝える手段として通信の多重化を図っている。

 毎月、災害時に備え通信訓練を実施し、非常時の円滑な情報収集及び町災害対策本部への伝達スキルの向上を図っているほか、
無線体験イベントを通じた取組の普及啓発やボランティアメンバーの確保に努めている。



災害時用無線通信室の外観

地域住民が参加した
アマチュア無線体験イベントの様子通信訓練の様子



取組と地域計画の関係３

【地域計画における記載】

事前に備えるべき目標

防災・減災と地方創生を一体とした活力ある地域づくり
※町の現状を踏まえた独自の目標設定

◆リーディングプロジェクト（重点施策）

道の駅を核とした防災・減災対策
※地理的特性を踏まえた施策の展開

○人口減少・少子高齢化が進む中で、災害時の対応の遅
れなどを生じさせないために、平時から地域力の向上が
不可欠
○防災道の駅の機能の一つとして、地域の担い手と連携
した災害時の迅速な情報収集・伝達手段体制を構築

周囲の声（庁内職員・住民・企業）４

 災害発生時におけるアマチュア無線の有効活用に向けて、平時より訓練を行って情報伝達が円滑に行えるように、また、無線
技術に関心のある方々にも広く参加いただけるように活動してまいります。（道の駅「いたの」アマチュア無線クラブ構成
員）

今後の展開予定５

 今後も道の駅を拠点として、アマチュア無線通信の活動・訓練を通じた防災意識の向上や取組の普及促進を行い、非常通信ボ
ランティアメンバーを確保しつつ、町と地域住民の綿密な連携により地域防災力を高めながら、情報収集・伝達にとどまらな
い交通の要衝の防災拠点道の駅「いたの」としての更なる防災機能強化に向けた検討を進める。


